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＜研究発表＞
｢労働者の経営参加への－考察」
浜口金一郎
１経営参加検討の視角
(1)経営参加の潮流
(2)経営参加の概念
③経営参加の形態
２経営参加の史的背景
(1)経営権の概念
(2)社会的背景の推移
⑥経営参加の現状
最初の研究発表を私からさせていただきますが， お手元のレジ〆通り，労
すが，まず，最初に，経
いいますか，その内容と
働者の経営参加の－考察ということで進めて参 りま が，
視角と
加の概念，労働者の経営参加を
営参加を検討する場合の視点といいますか，
して，経営参加の現在の潮流，つぎに経営参加の概念，
その意味，内容をのぺどういう概念でとらえているかということについて，
て承たいと思います。
この点につきましては，現在， そのとらえ方に相当の開きがあると思いま
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す。そのつぎに，経営参加の形態，このような概念でとらえた経営参加の形
態がどうあるのか，これが一つの視点ということになりませう。
わが国における経営参加の史的背景について考えて染たいと恩二番目に，
ここでは当然に諸外国における経営参加の史的背景についてふれるいます。
与えられた時間に限りがありますので，べきだとは思いますが， 本日は，わ
が国の経営参加の史的背景の糸について考えてふることに致します。
まず第１に，この点について考える場合，当然に問題となるのは，経営権
とは何か，経営権の意味，内容，すなわち，経営権の概念をいかに規定する
かということが中心的な命題になると思います 『ロ
戦後におけるわが国の経営権概念の社会的背景の移り変りというそこで，
点について検討し，
国の経営参加がどう
最後に，経営参加の現状，すなわち現在における，わが
いう形で実際的に行なわれてきたかと うことで結ばせい
ていただきたいと考えます。
あるいは視角という点から，第１の経営参加を検討する場合の視点，まづ，
労働者の経営参加の問題というの経営参加の潮流について考えて承まずと，
lま，とらえ方としては，労使関係の改革．
の前進を示すというような標識を掲げて，
係の改革であるとか，あるいは産業の民主化
な標識を掲げ 特に西ドイツにおいて，1976年に
制定・実施されました「新共同決定法」 の成立に拍車をかけられて，わが国
でも，今や一つの潮流となっているように考えられます。
そこで，わが国でも，その世界的潮流の中で，この問題に関する議論が一
時非常に活発となったということについては，すでに新聞，雑誌，その他で
御承知のことと思います。
そういう活発になったものを染ますと， 労使双方の内部に経営参加に対す
，すなわち積極派の中にも，そのろ積極派と消極派とがあって，その促進派，
経営参加方式の点で喰い違いが生じているように考えられます。
この喰い違いが起きており，それでは，どのような点で， ており，考え方の相)重点
まづ，労働者側が考えて
Ⅲ経営機能に介入して経
が生じているかという点について考えて承まずと，
いる経営参加とは，産業の民主主義の侵透，そして，
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誉機能に対する監視を行なうということを狙っているのに対し，経営者側は，
むしろ，経営に参加することによって，企業の効率性，あるいは人間性，社
会性の統合とい うような表現をしております。 この点，経営者側の経営参加
に対する考え方は， 企業経営における効率Ｉ性を考えているという点で， 大ぎ
<労働者側との'1食い違いが起きているというように考えられます。
そういう喰い違いについて少し考えて糸まずと， 労働者の経営参そこで，
今や世界的な潮流であって，これは一つの画期的な社加の問題というのは，
会変革であるという
あるいは人間化が,:
という点については，
れます。
また，経営参加を』
ような主張がなされてい 主すが， それでは経営の民主化
果して，どのような方式で，どのように進めるべきか，
，いまだはっきりした主張が糸うけられないように思わ
を必要とする理由，
についても，現在，主張されている
なぜ経営参加が必要なんだという理由
多くのものは，ヨーロッパ諸国の最近の
動向というものを根拠にしていて，
拠というものにふれている議論が，
経営参加そのものについての原理的な根
る議論が，ほとんど見うけられません。
もちろん，こういう場合に，ヨーロッパで行なわれたから日本でもやるん
だ，という根拠も必要でしょう。先進国の事例について，比較・検討するこ
とも必要だとは思いますが，それだけではなくて，むしろ，経営参加を必要
その原理的な経営参加の根拠という しのを，はっきり考えなとするならば，
Iければいけないというように考えます。 殊に，この経営参加という制度を，
という段階では，わが国における労現実に，わが国にとりいれる必要を説くという段階では，
見逃すというわけにはいかないと思います。便関係の実態ということを， 特
労使関係の現実に視点を合せて，,に重要なことは，
ろ，多角的な検扁
より広い視野から，むし
角的な検討の中で，実効性のある方法と，進め方の研究が必要である
と考えます。
わが国における経営参加についての基本的発想が，そしてこの場合，
性の向上，あるいＩ
生産
，あるいは企業の効率性に求められ，また，その動向が，新しい労
使協調主義にあるとしても，また，或る意味では，労働者の経営参加が，経
７８
営者側の最後の労|動対策， あるいは最後の労務管理方式といえるものであっ
あるいは企業
,経営参加と
これによって企業の危機を克服することができるのか，ても，
の危機を激化させる結果となるのか， というような点が，現在，
大きな今日的課題といわざるをえないと思います。いう問題をとらえた時に，
だからだめだ，だからいいんだ，ということだけではなくて，原理的な理念
をふまえた上で，果して，労働者の経営参加について，どう考えればよいか
という点から，この問題に取組んだ訳であります。
二番目に，経営参加の概念を，どうとらえていけばいいのか，という点で
世界的な潮流といわれるこれらの情勢を反映して，ありますが，わが国でも，
あるいはサンケイ新聞というような， 従来の経営協議会方式から日立造船，
一歩進めた労働協約を締結したところもでてきていますが， むしろ，これら
労働者の経営参加を考える場合，その前提として，経営参加とは一体何を意
あるいは概念というものを明確にする必要があるの味するのか，その定義，
ではないかと考えます。世界的に糸ましても，この経営参加についての概念
規定は，非常に少なくて，はっきりした提示が見うけられないようでありま
す。しかし，経営参加問題を考える時に，その定義，あるいは意味・内容と
明確にしておく必要があると考えます。いうものを， わが国の現状から見主
すと，いまのところでは，この問題について，さきほども申し上げましたよ
労使それぞれの立場的主張が強くて，うに， いわゆる立場的主張からする差
むしろ，その差異自体が，経営参加の論異が生じているように思われます。
議対照になっているように思われてなりません。
もちろん，この点については，諸外国でも，ほぼ同じような事情がうかが
われますが，特にわが国では，
れます。
いま，この経営参加につい､
この差異が非常に大きいというように考えら
定義づけるとすれば，経営参加とは，資本この て，
主義的生産様式の発達にともなう労働の ｢人間疎外」の克服と，「企業内民
主主義」の実現のために，「企業の意思決定に労働者が参加」することによ
｢生産手段の運営の社会化」 あるいは「民主主義的統合」をはかるって，
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ということを目的としているものが，経営参加であるといえませう。
資本主義体制に限られた問題だけではなくて，そこで，この経営参加は，
託会聿義体制下における国においても， 当然，問題となってくる点が出てく
ると思います。人間の疎外，
資本主義体制下，社会主義１
あると考えますが，本日は，
あるいは企業内民主主義の課題というものは，
朴会聿義体制下を間はず， 双方ともに残されている問題で
主として資本主義体制下における経営参加の問
題をとりあげることにさせていただきます。
資本主義体制下における労働者は， これまで，経営の客体と承なされたこ
と，むしろ，賃金受領の代償として， 経営者の指揮命令をうける従属者であ
経営の意思決定の過程に労働者が参加するということによって，ったので，
労働者の主体性を回復する， あるいは客体的地位から主体的地位へ労働者を
引き上げるという主張がなされております。 むしろ，客体的位置から主体的
位置への前進を計るのが経営参加である， というように主張されているので
あります。しかし， ここで一つ誤解を招くといけませんので， この場合にお
労働者が企業の意思決定の過程に参加して，ける主体性というのは， 主体的
企業運営に影響を及ぼすということを意味に発言するということによって，
企業に対する労働者支配を意味するものではないということを申しており，
し上げておきます。
ある一面では，経営参加をすることによって，労働者支配が起るんではな
いかという主張しないではありませんが，経営参加という場合には， 影響を
労働者支配を確立するというようには考えてい及ぼすということであって，
ないものと考えております。
というのは，企業経営の運営について
これによって，資本主義体制の変革，
むしろ，今日いわれている経営参加というのは，
の労働者の対等発言の要求と理解し，
あるいは改変を意味するという ものではなく， あくまでも企業経営の民主化
企業内民主主義の確立という点に， 現在の主張があると理解致します。と，
このように経営参加の概念をとらえた場合， それでは，そのようそこで，
あるいは参加の形態はどうかという点でありますな経営参加への参加方式，
８０
が，そこでは当然Iこ，労働者と使用者，労使関係の社会的性格，浴，あるいは共
ここでは，一応，同決定のプロセスなどについての研究が必要となりますが，
さきほど申し上げました経営参加とは.， 企業の意思決定過程への労働者の参
企業レベルにおける労働者の経営参加加，というように規定して，むしろ，
についての検討を進めてまいりたいと思います。
この点については，当然，わが国の労働者組織が，企業別労働組織を支配
的に位置づけておりますので，むしろ， わが国における経営参加の中心的課
企業別組織という労働者組織をふまえて， 企業レベルでの経営参加が題は，
中心的な議題となってくると考えます。
そこで，企業レベルにおける経営参加は，一般的には三つに大別されてお
ります。まづ第１が「資本への参加」，２番目が「利潤への参加」３番目が
｢企業の意思決定への参加」，というように三つの場合が考えられます。
そして，第３の場合の，企業意思決定への参加には，また，三つのものが
｢企業経営の最高意思決定機関である重役会への参考えられます。第１が，
加」，２番目が， ｢企業・工場の諮問・協議機関である労使協議制」 ’３番
｢職場の中における個別労働者の参加」 という三段階が考えられる目が，
のでありますが，現在，新しい傾向として，最も関心の払われているのが，
１番目と３番目であります。すなわち，最高意思決定への参加と，個別労働
者の職場参加という，この１番目と３番目の点が，現在，中心的な課題とな
っているようであります。
｢団体交渉」を含めるかどうかという問題が大きところが，この参加に，
な課題として起きてくるわけでありますが，経営参加に団体交渉を含めるか
どうかについては，広く団体交渉を含めるという考え方と，これを除いた企
業の管理運営について労働者側が影響を及ぼすための制度機構だとするとら
え方とがあります。
その点について，ＯＥＣＤ，
とＩＬＯでは，この点につい‐
接参加」・「利潤参加」の三一
あるいはＩＬＯの分類を染ますと， ＯＥＣＤ
」・「直この点については，異った表示の中で，「間接参加
潤参加」の三つに分類しております。第１の間接参加として
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ｌ土，団体交渉，労使協議制，労働者重役制，
職場懇談会，３番目の利潤参加については，
2番目の直接参加については，
財形，利潤分配等，というよう
.なことが掲げられているのであります。
わが国における経営参加の史的背景ということを考えて柔なければさて，
この問題に入る前に， すなわち史的背景を考える場合にならないのですが，この問 Ｚ
おいては，当然，「経営権の概念」
iにつき当ってまいります。経営に堂
というものを規定せざるをえないところ
に参加するのですから，当然に経営権概念が
規定されなければならないことになりませう。 そこで，労働者の経営参加の
澗題を考える時に，重要な課題の一つが，一体，「経営権」とはどういう権
利なのか，その意味，内容，あるいは，経営権の限度というようなものにつ
いて考えて糸なければならないことになりますが，この点につきましては，
民事法の先生方に後ほど御教示を戴きたいと思います。当然，
,りに，
そこで，私な
経営権の概念というものについての考え方を述べさせていただきます。
わが国において，この経営権という権利が，どういう意味において，現在，
認められてきたかということ，すなわち，経営権が認められてきた，わが国
`における経過，史的背景というものを，とり上げて染たいと思います。
一般的に，法律上の概念構成これは非常に僧越なことかも知れませんが，
というものを考えて染ますと，それはすべて，どのような，果していかなる
目的のために，それを使用するかによって，その概念構成は決定されるもの
といえませう。
そこで，その目的を明確にしない限り，その権利の内容が，いかなるもの
実際的には，あまり意味がしましても，ｶﾕということを抽象的に規定したと
ないと考えざるをえません。一つの法律上の概念構成というものは，どうい
いうことによって決定されるのでありう目的のためにこれを使用するのかと
ますから，その目的が明確でない限り，その権利内容が，どんなものである
かということを，抽象的に規定したところで，実際的には，あまり意味がな
いというように考えますので，経営権を考えるに際しましては，経営権が，
わが国で認られてきた歴史的な経過について考察することによって， 経営権
醜概念をはっきりさせていきたいと考えます。
この点について，わが国では，終戦直後の時期に，労働者の権利を非常に
｢権利宣言型」の労働協約が各企業に出現をいたしま強く主張したいわゆる
直接的な関係の場所に居りましたのであした。この点については，私自身，
りますが，わが国では，終戦直後’ 労働者の権利を非常に強くした，終戦直後の時期に，
いわゆる「権利宣言型」の労働協約が各企業に出現をいたしました。
そこで，この協約に対しまして，昭和21年に，関東経営者連盟が，一つの
見解を発表しましたが，この関東経営者連盟の見解は，「経営権というのは，
人事権，営業権，経理権などを総称するものであって，これらの事項の決定
これに反する如き規定は正当ではない」 という意権は経営者にあるから，
見発表でありました。
これが端緒となりまして，経営者側のいわゆる「経営権の失地回復運動」
というものが展開されました。この経営権の失地回復運動で，経営権という
あるいは当然に処理すべきものであって，屯のは，経営者が専権的に， 法律
的にも労働者側の介入を認めるべきものではないという意味で主張されたも
のと解されます。
そうしたところへ，昭和23,24年頃に，ドッヂ・プランに基づくインフレ
経済の収拾という問題が，わが国に持ち上ってまいりました。これはドッヂ・
プランによるインフレ収拾とは申しますが，つまりは大量の人員整理による
ソフレ経済の収拾と申しませう。 そこでこの時期に，人員整理が問題となイ
経営者側の経営権の失地回復をめざす運動が強力に進められ，ってまいり，
活発化してきたのであります。
関東経営者連盟の見解発表になったものと考えまこれをうけて，そこで，
す。といいますこ，
法」が改正をされ・
の改正というのは，
といいますことは，丁度， ｢労働組合
す。その時
という点が
それと並行しまして，昭和24年に
この改正は非常に大きな改正であますが， ります。
｢自動延長中の労働協約に対する解約可能」
中心的な議題でありました。それは，
労働者の「権利宣言型の協約」がで1
さきほどから申し上げましたように，
ができ，それに対して，経営者側の「経営権
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の失地回復運動」が起き，そしてイ
ばならないという，ドッヂ・プラン
が，大きく旧法を改正する，その＃
ソフレ収拾による大量首切りをしなけれ
プランが議題となり，わが国の「労働組合法」
その中心的な改正のねらいが，「自動延長中の
労働協約に対する解約可能」
す。そうしますと，当然に，
的な企業の中には，無協約'
代が出現します。そうしま了
の趣旨をこの改正に入れたということでありま
自動延長規定の解約が提唱されますので， 一般
無協約の状態が出現をし， いわゆる’労働協約のない時
経営者側が組合の干渉をうけるこそう すと， となく人
，この２４
る．とい
負整理を行なうことが可能となる状況が生れてく るわけで，むしろ，
年の労組法の改正は，無協約状態が生まれ，そうすると解雇ができ ，
うことはインフレ収拾のドッヂ・プラソが実現する，ということになり，同
時に経営権の失地回復が実現されるという， 一連のものであろうかと考えま
す。要するに，歴史的背景としては，このような状態にあったといわざるを
得ないのであります。
この点について，もし，かりに「経営権」という特権が経営者側にあると
しましても，労働者側には「団体交渉権」という特権がありますので，法律
によって，こうした特権が認められている以上，何れか一方が他方を制約，
あるいは排除するというわけにはいかないものと解します。 経営者側に経営
の場合に，いず
りまずと，大き
樵があるというのならば，労働者側に団体交渉権があり，その場合に，
れの特権が他方を制約，あるいは排除するかということになりますと，
な議論にならざるを得ないと考えます。
この二つの特権による主張が衝突する場合， どういうようなしたがって，
形で，その妥協点を見出すか，ということを考えますと，むしろ，「団体交
渉」によって，これを決定するというより他はないものと考えます。この点，
憲法28条による団体交渉権に基いて， その意見の衝突の妥協点を見出してい
屯のと解します。くというように理解せざるをえない
労働条件，あるいは待遇，あるいは製品価資本制社会の初期の段階では，
すべてを経営者が一方的に決定した時代があり， その時代格などについて，
その時の経営規模もそれに適したものであったといをふり返ってふますと，
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だんだん企業が大きくなるにつれて， 労働者の力がえましょ
増加し，
う。ところが』
し，それらの事柄を「団体交渉」によって決めていくという一つの過程
があります。さらに，経営規模が拡大されて，客観的な組織としての確立が
なされてくると，労働条件，あるいは待遇についても統一的に決めなければ
企業の客観的規律も維持しなければならないならないという考え方が生れ，
という要請と相まって，
で，この要請に基づい．
企業の中にこの要請が強くなってまい ります。そこ
に基づいて，「労働協約」 という形で労使関係を安定させる方
経営内の安定がはかれるという考え方が支配的となってきたのでありまｊ
Ｏ
が
す
団体交渉権あるいは労働協約という制度が発展をして， 法律的す。そこで，
にも，これ､これを保護するということになったと考えます。とになったと考えます。個別に行なった団体
現在では定型化され，集大成されたものが締交渉の結果である労働協約が，
労働条件に影響のある事柄については，結されております。それによって，
わが国の法律は承認しているものと考え労働者側が事実上関与する傾向を，
まず。ということは，憲法28条の団体交渉権を認めて，あるいは争議権も合
むしろ労働者が経営に関与する傾向にあめて団結権を認めたということは，
それを承認しているものと解します。るということを認めて，
そのような前提に立って考えて梁まずと， 「経営権」の範囲が固
，組合の一切の干渉は
簡単に認めるわけには
たものであって，組合
そこで，
定していて，あるいは， それは排他的な領域であって，
認めないという関東経営者連盟の主張というものは，
いかないと思います。経営権の範囲が， 一つの固定したものであって，
の一切の干渉は認めないという権利であるという主張については， 大いに疑
問であります。
さきほど申し上げました通り，
しかし，次の段階では「団体交１
当初は全部を経営者側が一方的に決めた，
で賃金協定，その他が決められてきた，｢団体交渉」
そして現在では，集大成され，
安定をはかるということが，1
定型化された「労働協約」によって， 企業内
卜している，しかも法律的にも労働基本権
｢経営権の範囲」という点が固定的なも
う仁考えるには，ちょっと問題があるん
行なわれている，
を憲法承認しているという中では，
ので，排他的な領域であるというよ
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ではないかと理解いたします。
これを法律的に染ましても， ｢経営権」という特別の権利を観念して，こ
れが労働者の関与を許さない絶対的な権利であるという意味の主張というも
非常に困難ではないかと考えます。のは，
わが国の憲法では，「経営者の財産権」についての保障が，憲法29条にお
かれていますが，同時に憲法28条では，労働者の生活維持のための「団結権
の保障」がなされております。しかも，「財産権の内容は，公共の福祉に適
合するように法律でこれを定める」 と規定され，労働者の団体交渉あるいは
争議行為によって，経営者の財産権の行使，あるいは営業に対する制約が加
むしろ憲法は容認しているものともいえましょえられることを，
したがって，
う。
｢経営権」とは絶対的な権利ではなく，権利ではなく，むしろ，財産権に対
その－面，財産権の行使，すなわちする制約規定を憲法29条がおいており，
営業に対する制約が労働者の団体交渉あるいは争議行為ということによって，
法律上容認されているものと考えます。
この点については，最高裁も一つの判示，あるいは意見提示をしているの
であります。すなわち，「その事柄が，経営権に属する事項であっても，そ
のこと事体が労働条件に非常に大きく影響を持つ場合におい 労働条件ては，
としての団体交渉を持つことは可能であると」いう提示を最高裁もいたして
おるのであります。
当然に，経営権というものが，絶対・排この最高裁の意見から考えても，
他的な権利ではないというように理解いたします。
使用者に対する財産権保障の基本的趣旨というものを， 根本的に否ただ，
，どういう形での交渉，
して提起されます。
土おりませんが，一般的
具体的には，定することはできないので，それでは，
あるいは争議行為が認められるかという点が問題と
必ずしも一定してはおりませんが，経営権の内容につきましては，
これを実定法上の独立した権利概念というよりも， むしろ，に，わが国では，
要約いたしますと，「所有権の社会的な機能，あるいは生産的な作用である」
というように理解されます。
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すなわち， 実定法上の独立概念として経営権，白ごと らえるのではなくて， そ
れは所有権の社会的な機能であり， あるいは生産的な作用であると理解し，
企業は物的要素と人的要素から成立する， しかも，それらが有機的仁結合し
て一つの統一体を形成しているので， この企業を形成する諸分子あるいは要
素を統一するという機能としての経営者が想定されるのであります。
この点につきましては，当然に，いろいろな説があり，御意見もあること
と存じますので，のちほど御教示をいただきたいと存じます。
二番目の社会的背景の推移といつぎに， う点についての検討に入りますが，
この点を検討することによって， 今まで申し上げました第１の点について，
歴史的な経過の中で御理解をいただけることと思います。
この社会的背景の推移につき考えて承ますと， わが国におきましては，戦
後， 経営の民主化と労働条件の改善というものは， むしろ分離できなかった。
いわゆる終戦直後において， 経営の民主化というものと労働条件の改善とは
切り離せないという現実的な理由が存在したのであります。 それは，どうい
言権，あるいはうことかといいますと，戦前から戦中にかげて，労働者の発言権，
組合活動は一切認めないという戦時体制の中で， 非民主的な経営方式が土台
として存在し， 低賃金による生活が続けられてきたということについては異
論のないことであります。
ところが，戦後において労働運動が解放された，そこで，それに基いて労
働条件の改善ということが！ 当然に経営の民主化という要請に結びつかざる
をえなかったということであり，これは戦前，戦中における経営が非常に非
低賃金にあえいだわが国の労働者集団としま民主的であって， しては，解放
された戦後において，労働運動の解放ということは，労働条件の改善だげで
当然に過去に味わった経営の民主化の要請というはなくて， 屯のと当然に一
致しての要請をはらんできたのであります。
むしろ，当時の労働組合というものは，経営の民主化を強く要求し，積極
的に経営に参加しようという動きを示して発展していったということができ
それが戦後におけるわが国の労働組合の発展の仕方であったと考えまます゜
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す。
この点につきましては，
議会指針」を昭和21年７．
中央労働委員会が政府の諮問に応じて， ｢経営協
を昭和21年７月に発表されておりますが， この中労委の見解は，
｢経営協議会指針」 という形で経営協議会を産業民主化の精神に基づく制度
であると規定しているのであります。
この時期に私も衆議院に在職中でありま したので，末広中労実は，丁度，
労働条件，厚生施設，生産
人事，利益配当等を広く協
委会長のお話しにお答えしたことがありますが，
計画，人事の一般的基準方式，重役その他幹部の人事，
議事項として認めるのが当然であるという政府諮問に対する中労委会長の答
申でありました。
しかし，これに対しまして，彫
業民主化の場合ではなく，むしろ，
｢経営協議会」は産日本経済団体連合会は，
団体交渉の前段階あるいは生産増強の場
その後における「経営権の失地回復運動」であるというような主張をして，
わが国の経営参加の方法も当然のようにあるいは労働運動の後退につれて，
消えさっていきました。
うことを打ことで労働者団体が経営参加とい最初は，経営の民主化という
中労委もその見解を発表した，ところが，
ではなく，団体交渉の前段階，あるいは生
ち出した当時の状況をふまえて，
日経連が，それは産業民主化の場ではなく，
｢経営者の失地回復運動」と産増強の場であるということを強く打ち出し，
わが国における労働者の経営参加の方向が次第に消えさったと結びついて，
いうのが戦後における状況であったといえます。
日本経済団体連合会が，多数単産の統一労働協約そして今度は講和の後，日本経Ｙ
案に反対して，昭和30年の１月に， ｢労働協約基準案」を発表しています。
戦後の経営協議会は廃止の時期にきたが，この案からすると， ご’過去の
｢労使懇談
ただ，
実績あるいは慣行から一挙に廃止しえない事情にある場合には，
を設置するという形のものを各企業団体に流しております。会」
そこで，「経営協議会」から「労使懇談会」へという形をとり，労働者の
経営への関与が移行していく時期を迎えます。
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これIこ対しまして，労働組合側からは， 経営参加の主張が強く押し返され
ています。しかし，この時の労働者側の主張が，ここで二つに分かれます。
う主張の労働者すなわち，
団体と，Ｉ
組合の力によって経営者側の協力をかちとるとい
労使協調的な立場から生産性の向上をはかいや，そうではなくて，
う主張の労働者団体との二つの意見に分れたのであります。るんだとい
そういう時に，時を同じくして，昭和32年に至って「日本伴産件本部」が
発足をするという事態を迎えます。 この日本生産件本部の方針をみますと，
企業の合理化，技術の革新， とくに技術の革新を非常に強く打ち出していま
この技術の革新を打ち出したことが， 企業の中における人間性の回復要
生産件本部の方針としては，企業
す。
求の前段階となると考えられるのですが，
技術の革新によって得た利益を従業員にも適正配分するという利の合理化，
潤配分方式を一応打ち出しています。
ここでは経営参加を， むしろ雄定性向上運動の一環としてとりあげ， 経営
参加と生産性向上という形で強力に押し進めていきます。
したがって，これに対しまして，労働者側は，この合理化は首切りにつな
この生産性向上は重労働につながるものであり， むしろこれは労働者がり，
の犠牲の上に帰する生産件向上であるという考え方から反対を唱え， ここで
根本的な労使の意見の対立を生糸ますが， この点についてもう少し検討を加
えて象主するに，わが国の労働組合が，
いうものに，あまり積極的でないとい
経営参加あるいは経営協議会方式と
う根本的な理由は， わが国の労働組合
，わが国の労働組
しよう。
ロッパ諸国あるい
組織の組織方式にあると考えられます。 すなわち， これは，
合が企業別組織の組合であるという点に起因するといえましょ
この点について比べて染ま､すと，ヨーロッパ諸国と
は諸外国の組合が，
三一戸
企業外にあって， 産業別あるいは職業別というような超
わが国の多くの組合は企業内にあり，企業的な組織体系にあるのに比べて，
「何点労働組合は，
が，圧倒的に多く】
何を株式会社従業員をもって組織する」 という組合規約
, 的に多く存在しています。
ところが，ヨーロッパ諸国の場合は，組合が企業外にあって，企業外にあ
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企業とは別個の支配領域を組合が持っていることであり，るということは，
労働市場に対する強力な支配を足場として， 労働組合が企業と対等に取り組
む態勢におかれているという ことであります。 わが国の場合は，企業別組合
そういう支配領域が企業外になく， 労働市場に対する強力な支配をだから，
足場とすることができず， 企業と対等取り組象をするには，したがって， 弱
点があるといえましょ う。
この点について， 労働法学の面から考えますと， ある一つの国の労働組合
の組織の仕方というものは， その国における労使間の性格を決め， その性格
その慣行がその国の法の着眼点とされるものその国の労使』慣行を生糸，が,
企業別組合が支配的なわが国と， 産業別組合を主であります。その点では，
流とするヨーロッパ諸国， 基礎的な基盤に大きな相異があります。シバ諸国とは， この
日本の労働組合が経営参加に対してあま点の相異が， り積極的でない原因を
なしているともいえましょ う。
むしろ労使協調の面だけが強経営に参加することによって，わが国では，
対抗関係にある対立の面が後退するというように労働組合は理解し<出て，
経営参加をすると，ているようであります。 すなわち， 労使協調面が表に出
労使対立の中で決定していく団体交渉が後退するというように労働てきて，
したがって労働者側は， あまり経営参加に積極的ではな組合は考えており，
いと考えます。
ちがった面から考えますと，企業別組合の場合， 労働組合と従業員また，
集団とが区別がつきにく 団体交渉と経営参加というも実際上において，<，
のの区別が明確ではないということができるかと思います。 すなわち， 営の
経
こ
協議会が団体交渉の機関であるのか， あるいは協議の機関であるのか，
点の区別も非常に判別しにくいという ことが起きてまいります。
その点から，当然に， 経営協議会の任務が極めて複雑あるいは不明確にな
｢組合員の生活擁護」ってくるという実態の中で， ｢経営参加」と という二
つの課題を遂行していくという点において， 大きな疑問が労働団体の中に生
じているのではないかと想定されます。
９０
殊に，現在のような不況下において，経営参ｶﾛというものが，労(動者団体
にとって，果して，利益なのか不利益なのか，不況下の経営参加という点に
大きな問題を含むものといわざるをえないように考えます。ついては，
わが国における経営参加の現状はどうかという点についそれでは，現在，
わが国の経営参加の具体的な試糸という形で， 経営参加を協約化したては，
として最も注目されているのが，日立造船であります。
この協約｢日立造船」は， 昭和51年の10月に協約の締結をいたしました。
その専門委員会を設中央ならびに事業所の各レベルに経営審議会と，では，
置し， 経営に関する諸施策を審議するという一方， 労使協議会で労働条件に
さらには末端組合員いわゆる従業員が直接ついての協議を行うことを定め，
参加する経営懇談会，あるいは１あるいは職場各層懇談会，あるいはその小集団活動，
労働協約上にこれを規定しております。提案制度というような点について，
ここでは，日立造船における「＝
いうような発表をしておりますが，
｢全員参加の経営」という理念が実現したと
氏，むしろ，この制度を通じて，企業の高効
率経営というものと人間尊重とを両立させるというような， そして同時に企
るのであります。ような形の発表が業の社会的責任に応えるという」
すなわち，企業の「高効率経営」
なされてい
効率経営」と「人間尊重」とを両立させて，なおかつ
企業の「社会的責任」に応えるということで，この労働協約の締結が発表さ
れております。
ところが，どうもこの協約をゑますと， 成る程今針的レベルから各職場末
端に至る各層についての体系的な整備がなされ， その整備したものを協約に
よる労使合意という形で締結したという点については， 非常に従来の協約と
形は一応，整ったん比べて画期的なものだと解されます。しかし，そういう形は一応，
ですが，内容的に染ますと， 従来から存在したわが国の労使協議会制度と大
して差はないように見受けられます。むしろ，強いてその特徴を求めるなら
ば，これまで多くの場合に，わが国の経営協議会方式は，経営者側の一方的
な施策の中で実施されてきたにもかかわらず， 末端職場の制度に至るまで協
約という労使の合意という形で体系の中に組糸入れられたこと， その点にお
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いては画期的なものといえませう。
同様のことは，「伊勢丹」 の労働協約の中にもふられます。 伊勢丹もこの
形の労働協約を結んでいるのですが， 伊勢丹の場合にも，職場労使会議の溝
成という中に，担当執行委員， 評議員などの組合機関の参加を予定しており
団体交渉的な色彩は持ってはおりまず。その機能も， 主すげれども，基本的
日立造船の場合とあまり相異はありません。には，
これら「日立造船」あるいは「伊勢丹」
にしているのが，「サンケイ新聞」の労(』
「サンケイ新聞」は昭和49年の６月に，
の経営参加方式と性格を非常に異
の労働協約であります。
この協約が発効いたしましたが，
この協約は「日立造船」あるいは「伊勢丹」 とは相当に性格を異にしている
ように見うけられます。
ここでは労|動組合の「取締役会への陪席」，あるいは｢局長会議への参加｣，
ならびに「社長との協議」が規定されています。
これは企業経営の最高意思決定機関への労働組合の関与という， 従来の労
もう－歩便関係では例を染ないものだというように考えられます。 しかし，
つっこんで検討して承まずと， 取締役会への出席はオブザーバー参加であり，
また局長会議への参加といっても， その参加は代表一名に限定されていると
ヨーロッパ諸国における参加の制度とは， 相当に参いう点から考えますと，
加の程度に差があるということをいわざるをえません。
しかし，「日立造船」あるいは「サンケイ新聞」は，それぞれに労働協約
経営の最高機関に労働組合の代表を参加させるという形で経営参加の中で，
方式を発足させたのでありますが，いまだ日も浅く，現在のところでは実験
的段階であります。したがって，これらのものが，実質的には，どのように
位置づけられていくかということについては判然としないのが現状でありま
す。
しかし，評価は別として， 新しい類型の参加制度ができたということにつ
いては，大きく注目に価するし，むしろ， この経過左こそ注目していかなけ
れぱならないものと考えます。
９２
ﾌﾟﾋだ， 点は， これらの各社が，オ
｢間接的執行参加」！
という点であります。
ここで検討をして糸なければならない わが
とい
。あ
国における現行法体制のもとで起きてく る問題点を
ギリギリのところで問題を回避しているうことで，
るいは回避せざるをえなかったといえるのかも知れません。
法律上の問題点を簡単にひろってふますと， まず，「労働組合法
号で，「役員その他
す。すなわち，使用
そこで，
上の問題点」が出てきます。労働組合法は，その２条１号で，
使用者の利益を代表する者の組合参加を禁止」 しています。
者側の利益を代表する者の組合参加を， 不当労働行為として禁止しているの
でありますが，
したがって，
これは人的支配の排除という意味で禁止をしております。
組合の役員が監査役あるいは取締役の役員を兼ねた場合！ 経
営者側の利益を代表する者が含まれる組合となり， その場合に，組合自体の
法的適格性がどうなるかという点がでてまい ります。
いま一つは，商法上の正式な役員以外で，取締役会に出席する者，あるい
｜は実質上の最高意思決定機関に構成員を兼ねる労働者代表， という点で，こ
れらがどういう法的評価をうけることになるかとい う点が問題として提起さ
れるのであります。
つぎに，「商法上の問題点」としては，現行商法は，その276条で，監査
役に取締役あるいは使用人の兼任を認めていないという点であります。 この
場合の使用人という意味は， 対外的な商業上の業務に従事する商業使用人，
支配人，番頭，手代というものをいって，工場長，技師なども含まれている
と理解されています。
一般従業員がこれに含まれるか， どうかということについては残念
むしろ，どうかについて定説はな
の点について，経営参加の問題と
ただ，
ながら定説がどこにあるかを存じません。
いように見うけられます。したがって！ こ ついて，
商法上の規定を明確に検討して染なければならないと考の関連から糸ると，
えます。
わが国の労働法体系は，一般的に，株式会社法制を前提としております。
したがって「経営参加」 という体制が早急に進展するということになれば，
｢労働者の経営参加への￣考察」（浜口金一郎）９３
株式会社制度そのものの本質的性格への検討が必労働法，商法はもとより，
要となってくるものと考えます。すなわち， わが国における諸法規の総合的
な検討をふまえなければ経営参加の確定づけができないのではないかと思い
ます。
これらの事柄から染ましても，わが国の現状は，ヨーロッパ諾国とは非常
に異なったもので，現行法体系もちがっており，形式的にもせよ，参加制度
が論ぜられる場合には，企業・事業所レベルにおける協議機関のみに止るも
‘のと解せざるを得ません。
御寛容をいただきます。非常に租略な概括的報告でありましたが，以上，
ここでは諾外国における実定法体系と経営参加の問題！最後に当然， ヨーロ
という点をとらえるべきであシバの経営参加とわが国の経営参加との比較】
与えられた時間に限りもありますので， この点にろうと思います。しかし，
つきましては，「比較法｝ の73頁以下に一応かかげておきまし｢比較法制研究第二号」
これをもってかえさしていただきたいと存じます。 以上をもちまし
あり空‐ナカミ．こ
たので，
わづかの時間ではありますが，本日の研究発表を終らせていただき，て，
れから御質問の中での御教示をお願い申しあげます。 ありがとうございまし
た。質疑応答（略）
以上
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